
北朝鮮による拉致問題の早期解決を求める意見書 

 

　北朝鮮による日本人拉致問題は、日本国の主権及び日本国民の人権に対する重大

な侵害行為で許し難いものであり、一刻も早い解決が求められます。 

　横田めぐみさんが拉致されてから本年１１月１５日で４７年になり、警察当局は

特定失踪者も含めると８７１名が拉致の可能性を否定しきれないとしています。北

朝鮮が、一部の日本人拉致を認め謝罪した平成１４年の日朝首脳会談からすでに　

２０年以上の歳月が経過している。これまで日朝間で繰り返し交渉が行われてきて

いるが、その時々で北朝鮮による核実験やミサイル発射実験といった事態が発生し、

全面的な解決に向けての進展が全く見られない状態が続いています。 

　拉致被害者や被害者家族は高齢化してきており、もはや一刻の猶予もなく、早急

に拉致被害者全員の即時帰国を実現させなければなりません。 

　石破内閣総理大臣は、就任記者会見でも「拉致問題は、内閣の最重要課題。全て

の拉致被害者の方々の一日も早い御帰国を実現すべく、強い決意を持って取り組

む。」と発言され、また拉致被害者の家族との面会の際には「人の命そのものがかか

っている。これまでの経緯等、もう一度検証・分析し、何が最も有効であるかとい

う手立てを講じる。拉致問題というのは、私の政治活動の原点の一つ。今後最善を

尽くす。」との決意を述べられ、全ての拉致被害者の一日も早い帰国に向け全力を挙

げる考えを示しています。 

　令和２年６月、横田めぐみさんの父、滋さんがめぐみさんとの再会を果たせぬま

ま他界されました。このような悲劇が繰り返されぬよう、拉致被害者及び特定失踪

者家族の痛切な思いを共有し、国際社会とも連携して、次の事項を実現されるよう、

強く要望します。 

記 

　北朝鮮による拉致被害者及び特定失踪者全員の早期帰国及び真相の究明に向け、

国際情勢に鑑みて、時機を逸することなく、国を挙げて全力で取り組むこと。 

 

　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 

 

令和６年１２月２０日 

いなべ市議会　　　 

【意見書提出先】 

衆議院議長　額賀 福志郎　様、参議院議長　関口 昌一　様 

内閣総理大臣　石破　茂　様、外務大臣　岩屋　毅　様 

内閣官房長官　林　芳正　様、拉致問題担当大臣　林　芳正　様 


